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躍動する ASEAN におけるタイの現在地 

 一般調査報告書  

 
 

 近年の ASEAN 論では、インドネシアの資源優位性やベトナムの輸出拠点化に注目が集まりやすく、タイは相

対的に「成熟市場で新規投資の優先度は低い」として語られる場面が増えています。しかしながら、当センターの

レポートでもお伝えしてきたとおり、製造業の裾野の広さ、港湾・工業団地・行政窓口が一体となった投資受入体

制、周辺国への接続性を総合してみると、タイは依然として ASEAN の結節点として重要な立ち位置となってい

ます。本レポートでは、日系企業にとってタイはどのような現在地にいるのか、改めて整理したいと思います。 

  

１ ASEAN の結節点としてのタイの再評価 

（１）投資先としてのタイへの期待感 

タイ経済は、足元の成長率だけを見れば ASEAN の中で上位にいるとは言えず、むしろ停滞している部類

に入ります。タイ国家経済社会開発協議会（NESDC）によると、タイの 2024 年の実質 GDP 成長率は 2.9％、

2025 年が 2.4％でした。一方で、成長率が低いにもかかわらず、投資認可の動きはむしろ活発です。タイ投

資委員会（BOI）によると、2024 年の外国資本によるタイへの直接投資額（申請ベース）は前年比 23％増の

約 8,189 億 THB、2025 年も 1 兆 3,599 億バーツと、前年同期比 139％増を記録しました（表 1）。 

 

 

 

 

 

 

表 1 外国資本によるタイへの直接投資額（申請ベース）（出所：BOI の公表データを基にジェトロ作成） 

 

この増加要因を見てみると、デジタル分野の投資（主にデータセンター等と言われています）であり、タイに

対する ASEAN のデジタル拠点としての期待が表れているとも取れます。もっとも、データセンターの投資は

多くの電力を消費するためインフラ負荷が増大するとともに、製造業の投資のように大きな雇用を生まないと

いった側面もあるため、手放しでポジティブな評価をすることができないとも指摘されています。とはいえ、タイ

は他の ASEAN 諸国と比べて制度が比較的読みやすい上に、既存の製造基盤が厚く、投資案件をスムーズ

に進めやすい国とも言われており、こうしたデジタル投資案件も含めてタイに対する期待感はまだまだ健在な

ように見えます。 

直接投資に関するもう一つの論点として、近年中国からの直接投資額が大きく増加しているという点が挙げ

（単位:件、100万バーツ、％）

伸び率(2024/2025)2025年2024年2023年
金額件数構成比金額件数国・地域構成比金額件数国・地域構成比金額件数国・地域

54.054.940.2547,316457シンガポール43.4355,319295シンガポール23.7158,121416中国
200.553.818.0245,335266香港20.5167,827794中国18.4122,775190シンガポール
2.623.712.7172,114982中国10.081,634173香港12.583,54738米国

146.017.48.8119,098311日本6.049,372123台湾10.972,482253日本
1984.431.87.4100,32229英国5.948,413265日本8.556,60759オランダ
51.07.412.9175,740376その他14.2116,413350その他25.9172,651397その他
66.121.1100.01,359,9252,421合計100.0818,9782,000合計100.0666,1831,353合計

（出所）BOI資料を基にジェトロ作成
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られます。表 1 の直接投資額の上位にあるシンガポールからの投資には、中国企業によるものが相当程度

含まれているため、表 1 で国別に見るよりも中国からタイへの投資は多くなっている状況です。例えば 2025

年の大型投資案件である中国の ByteDance 傘下の TikTok による投資は、TikTok のシンガポール拠点を

通じて行われており、統計上はシンガポールからの投資として表れています。欧米に投資しづらい状況が続

いている中国にとって、現在 ASEAN は投資が向きやすい状況となっており、特にタイは産業集積の厚みや

政策的なインセンティブなどによって有望な投資先として見られています。 

その一方で、日本からの直接投資は金額としては増えているもののシェアは低下している状況で、タイ国内

での存在感の低下が指摘されています。冒頭に述べた通り、タイの経済は停滞しており、更に人口減少局面

に入ったことによって他の ASEAN 諸国と比べて投資しづらいといわれていますが、タイへの投資額は増え

ており、タイに対して一定の期待感が持たれていることが分かります。こうした状況の中、これ以上日本の存在

感を低下させないためにも、タイの強みを再評価し、投資を増やしていく必要があると考えられます。 

（２）タイの強みの再評価 

それではタイの強みはどこにあるのでしょうか。ここで改めて整理したいと思います。 

①整備されたインフラ 

設備の整った工業団地や大規模な空港・港湾、全国に張り巡らされた舗装道路網、安定した電力供給

など、タイには高水準なインフラが整備されています。ASEAN 諸国に中には、都市部を除いてまだまだ

こうしたインフラが整備されていない国もあり、タイはこの点だけを取っても優位性を保っているといえます。 

②外資優遇施策、通商政策 

過去からの一貫した外国投資優遇施策の存在や、世界各国との FTA（自由貿易協定）などの締結によ

り、外国企業がビジネスをしやすい環境が整っています。良くも悪くも、外国企業をタイ国内に呼び込む

ことで経済成長のエンジンとしてきたタイは、現在でも他の ASEAN 諸国（例えば自国産業保護政策が

強いインドネシア）と比較して、外国企業が参入しやすい国といえます。 

③地政学的な優位性 

メコン地域の中心に位置し、周辺国と陸路での国境貿易等が可能という点も強みといえます。陸側

ASEAN もさることながら、①で述べたように整備された港湾や空港による海側 ASEAN へのアクセスの

容易性も他の ASAEN 諸国よりも優位な位置にあるといえます。また、タイは基本的には外交施策も中

立の立場をとることが多く、国際的な紛争に巻き込まれにくいという点も強みといえます。一方で、カンボ

ジアとの国境紛争は現在も継続中であり、カンボジアとの陸路貿易に大きくマイナスの影響が出ている点

はリスクとして挙げられます。 

④長い歴史に裏打ちされた産業集積 

数多くの日系企業の進出をはじめ、外国企業やタイローカル企業による厚い産業集積が存在する点は、

タイ最大の強みといってよいでしょう。特に自動車産業に関しては、現在でも世界 10 位程度の生産台数

を誇り、2024 年時点では国内約 1,700 社の関連企業、44 万人の従業員を擁する巨大産業となってい

ます。ASEAN 第 2 位の自動車生産国であるインドネシアと比較しても関連企業数は非常に多く、タイの

自動車産業は 2024 年に急ブレーキとなったものの、ASEAN でのこのポジションが覆ることは短期的に

は考えづらいといわれています。 
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⑤熟練労働者の存在 

④の産業集積が進むに伴い、タイでは現地労働者が多く雇用され、それによって多くの熟練労働者が

育成された点も強みと言えます。例えば他の発展途上の ASEAN 諸国においては、人件費は安いもの

の技術力が低い労働者が多く、高度な製品の製造が難しい場合があります。 

⑥親日的な国民性 

見落とされがちではありますが、親日的な国民性も我々日本人にとってはタイの強みと言ってもよいの

ではないでしょうか。海外で現地労働者を雇用して操業する際にトラブルになりがちなのが労務問題で、

日々現地経営者の頭を悩ませています。しかし、労働者のバックグラウンドとして親日的な国民性がある

ことで企業へのロイヤリティが高まり、こうした問題が少なくなる傾向があります。 

⑦良好な駐在環境 

最後に日本人にとって駐在環境が良好であるというのも強みと言ってよいでしょう。タイは、良好な住環

境、交通環境、教育環境、医療環境、治安環境や日本食へのアクセスの良さにより、我々日本人にとっ

て非常に良い駐在環境が整っています。現地でオペレーションを行う駐在員にとっては、これらの点は非

常に重要です。 
 

また、このほか東部経済回廊（EEC）を中心に、港湾、工業団地、物流などがコンパクトにまとまっている点

も強みと言ってよいかもしれません。いずれにせよ既存工場の高度化、現地調達の拡大、周辺国向け輸出生

産を同時に成立させる上では、タイの競争優位性は依然高いと言ってよいと考えられます。 

 

２ タイの自動車産業は今後どうなっていくのか 

次に、前回のレポートでもご紹介しましたが、再度タイの主要産業である自動車産業の今後について触れて

おきたいと思います。タイの自動車生産台数は、ローン審査の厳格化等に伴い 2024 年に約 147 万台まで減

少し、2025 年には約 146 万台となりました。約 184 万台であった 2023 年と比較すると、20％程度減少してい

ます（図 1）。日系自動車メーカーに限って考えると、中国系 BEV のタイ進出が本格的に進んだことによるシェ

アの低下も相まって二重苦の状態にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 タイの自動車生産台数の推移と主なイベント（出所：タイ工業連盟公表データから作成） 
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そうした意味ではタイの自動車産業に対する新規投資はなかなか難しく、今は我慢の時ともいえます。一方で、

タイ政府が実施する BEV 振興施策である EV3.0 による補助金等の適用は、2026 年 1 月末までに新車登録

した BEV に限るというルールであったため、駆け込み需要による需要の先食いが起こりました。そのため、最新

のデータでは 2026 年 2 月の BEV の新車登録台数は 4,830 台と前月比 88.6％減に、中国の BYD に限ると、

86 台と前月比 99.3％減という状況になっています。この 2 月のデータは極端な例かとは思いますが、2026 年

の BEV 販売台数は 2025 年と比較すると落ち着き、日系自動車メーカーのシェアも多少回復するのではない

でしょうか。一方、中国 BEV メーカー各社が 3 月からに開催されるバンコク国際モーターショーにて複数の新

モデルを投入するという報道もあり、EV3.0 の終了に伴う市場の停滞感の払拭を狙っている状況です。 

2025 年の自動車の国内販売は主に BEV の販売好調により伸びたものの、日系自動車メーカーの主力であ

る内燃機関車や HEV の合計販売台数は 2024 年と同程度の約 50 万台に留まっており、楽観視はできません。

2024 年と比較して全体の販売台数は伸び、市場の底は打ったという評価もありますが、家計債務の高止まり問

題を解決しない限りは根本的な市場の回復は難しい状況です。しかしながら、2026 年のタイ自動車市場は、

2023 年から始まった中国メーカーによる BEV の市場展開が EV3.0 の終了に伴ってひと段落するとともに、新

政権の発足など新しい材料もあることから、新たな局面に入ると思われます。他方、タイ自動車産業協会（TAIA）

によると、中長期的にはタイの自動車生産台数は 160～180 万台まで回復する可能性があると見込まれており、

その中でも HEV への期待は高く、HEV の輸出需要の拡大をうまく取り込むことで更なる生産台数の増加もあ

り得るとしています。日系自動車メーカーとしては、こうした HEV への期待感に答えていくことで、今後のタイ自

動車産業における存在感を取り戻すことができるのではないでしょうか。 

 

３ タイの投資誘致施策 

１（２）②でもお伝えしたとおり、タイは他の ASEAN 諸国と比較し、外国企業にとって進出しやすい環境が整っ

ており、その大きな要因の一つが BOI を始めとしたタイ政府が用意する投資に対するインセンティブです。投

資の際にはこれらのインセンティブをうまく活用すること、インセンティブの取得要件に当てはまるように投資計

画を調整することが重要です。一般的な投資奨励施策について表 2 にまとめました（表 2）。 

奨励施策主体 主な対象地域 主な奨励内容 コメント 

タイ投資委員
会（BOI） 

全国 

対象業種は 2025 年 3 月時点で 10 区
分 418 業種。法人税免除、機械・原材
料の輸入関税免除などを付与。2023～
2027 年の 5 カ年戦略では、自動化・デ
ジタル化・脱炭素化や高付加価値産業
を重視。 

タイの投資奨励制度の中
核であり、まずこの恩典
の適用可否を確認するこ
とが必須。 

特別経済開発区（SEZ）
※カンチャナブリー、チェンラ

イ、トラート、ターク、ナコンパノ

ム、ナラティワート、ムクダハン、

ソンクラー、サケオ、ノーンカイ 

BOI の通常恩典に加えて、地域上乗せ
措置を付与。国境貿易や周辺国連結を
意識した優遇制度。 

周辺国向けの生産・物流
拠点を検討する際に有
効。 

北部、東北部、中西部、
南部の各特別経済回廊 

地域ポテンシャルに応じた重点産業に
対し、追加的な法人税優遇などを措
置。 

EEC 以外の地方展開を
検討する際の比較材料
に。 

EEC 政策委
員会 

東部経済回廊（EEC） 
※チャチュンサオ、チョンブ

リ、ラヨーン 

ターゲット産業向けの追加優遇を提供。
税優遇に加え、高度人材受入れや事
業運営面の特例もある。 

自動車、電子、デジタル
等の重点産業で、全国
制度+αの優遇を受けら
れる可能性。 

タイ工業団地
公社（IEAT）  

土地所有、外国人専門家受入れ、外貨
送金の便宜に加え、FTZ では輸入関
税や VAT 等の免除措置がある。 

税制優遇だけでなく、立
地・運営面の利便性を提
供。  

表 2 タイにおける一般的な投資奨励策（出所：ジェトロ） 
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これらの投資奨励施策のうち、タイへの投資を考える際にまず検討するのが、表の最初にある BOI が全国を

対象として実施している投資奨励策です。2025 年 3 月時点で 10 区分、418 業種の事業活動に対して投資奨

励恩典が設定されており、内容としては法人税減免や機械類の輸入関税免除などです。法人税減免は最長で

10～13 年間の免除期間が設けられるなど、非常にメリットの大きい制度となっています。タイに投資する際には、

まずこの制度のどこに当てはまるのか、少し外れそうであれば、当てはまるように再設計することをお勧めします。 

この他にも、自動車に関する恩典が国家電気自動車政策委員会（NEVPC）で独自に策定されているなど、

数多くの恩典が存在します。2024 年には NEVPC から HEV 関連投資に関する恩典が追加されるなど、日系

企業にとっても重要な動きがありました。特に新政権となってからも引き続き自動車産業の回復はタイにとっての

一番の重要事項と言っても良いため、NEVPC の動きには注目しておく必要があります。 

様々な投資奨励施策が出されているということは、情報が多く、なかなか整理された情報が見つけられないと

いうことが起こりがちですが、タイにおいては日系企業が多く、ジェトロのような支援機関も多く存在しています。

そのため、他国と比べてもこうした情報が見つかりやすいという点もタイの強みかもしれません。 

 

４ タイに関するネガティブ材料 

これまでタイのポジティブな点を述べてきましたが、最後にタイのネガティブ材料をご紹介したいと思います。 

（１）家計債務の高止まり 

現在、最もタイの経済低迷の要因となっているのが、家計債務の高止まり問題です。IMF によれば、家計

債務は 2025 年 9 月末時点でも GDP 比 86.8％と依然として高水準であり、消費や耐久財購入を抑制する

要因となっているとされています。特に自動車や住宅など信用供与を伴う支出への影響が大きく、内需回復

の大きな足かせとなっている状況です（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 家計債務残高対 GDP 比の推移（出所：IMF 等公表データからジェトロ作成） 

（２）低い経済成長率 

冒頭のべたとおり、経済成長率そのものの低さも問題です。2025 年第 4 四半期の実質 GDP 成長率は前

年同期比 2.5％となり、2025 年通年では 2.4％となりました。総固定資本形成や外需が拡大した一方で、民

間消費や政府消費が縮小したことで、2024 年の 2.9％から減速した形です。国家経済社会開発協議会

（NESDC）によると、2026 年の実質成長率見通しは 1.5～2.5％と予測されており、観光セクターの回復に

よる民間消費やサービス輸出の拡大の一方、財輸出の減速や予算年度序盤の執行による予算枠の減少が

政府投資を減少させると見込まれています（図 3）。 
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図 3 実質 GDP 成長率（需要項目別寄与度）の推移（出所：NESDC 公表データからジェトロ作成） 

（３）自動車産業の不振 

こちらも既に少し述べましたが、自動車産業の不振がタイの産業全体に大きな影響を及ぼしています。

2025 年 1 月の自動車生産台数は約 11.8 万台と前年同月比 10.5％増となってはいるものの、2024 年同

月比では約 16.7％減と、手放しで喜べる状況ではありません。2026 年からは BEV 購入に対する補助金が

縮小となるため、中国系 BEV メーカーの動きも変わってくると見られ、タイの自動車市場は少し様相が変わ

ってくるとは思いますが、自動車産業全体の不振は短期的に回復するとは見られておらず、リスク要因として

捉えられています。 

（４）消費の低迷及び所得格差 

（１）を背景とする厳格な与信審査による耐久消費の抑制も続いています。自動車ローンの却下率は 2025

年時点で約 70％に達しており、金融機関の慎重姿勢が新車販売の大幅減少につながっている状況です。

特に北部、東北部の低所得者層へ影響が大きく、元々存在していた地域による所得格差が更に大きくなる

可能性も示唆されています。 

（５）輸出依存度の高さと外需ショックへの脆弱性 

GDP の 70％を輸出により稼いでいると言われているタイは、経済の外需依存度が非常に高い国です。

2025 年後半にかけては、米国の関税政策や世界景気の減速懸念がタイ経済の下振れリスクとして大きく意

識されました。世界経済の先行き不透明感の拡大がタイ経済に及ぼすネガティブな影響はますます大きくな

るといえるでしょう。 

（６）カンボジア国境紛争問題の長期化 

2025 年前半から始まった隣国カンボジアとの国境紛争問題は、未だに両国に重くのしかかっています。タ

イ側では本件をきっかけに首相が解任されるなど大きな問題になったとともに、タイ・カンボジア間でサプライ

チェーンを構築している日系企業にとっては現在でも物流環境に大きなネガティブな影響を及ぼしています。

昨年末に両国間で停戦合意はされたものの、これまでの経緯を見る限り予断を許さない状況といえます。 

（７）回復しない観光産業 

観光回復の不安定さも無視できません。観光産業はタイにおいて自動車産業と並ぶ一大産業です。2025

年通年の外国人観光客数は約 3,300 万人と前年比 7.2％減となったとともに、2026 年 1 月の外国人観光

客数は前年同月比 11.6％減となっており、回復の兆しが見えない状況となっています（図 4）。 
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図 4 タイへの観光客数の推移（出所：対観光スポーツ庁公表データからジェトロ作成） 

（８）少子高齢化の進行と人口減少 

高齢化と潜在成長率の低下という構造問題もあります。タイについて十分な経済成長を達成する前に高齢

化・人口減少が始まるリスクも指摘されており、実際に既に人口減少局面に入っているといわれています。労

働力人口の伸び悩みと生産性向上の遅れが中長期の成長制約になるとみられています。 

 

このようにタイには多くのネガティブな面があることも事実です。ただ、どの国でもポジティブな面とネガティブ

な面があり、それらを客観的に整理・評価することがプロジェクトの第一歩となります。当センターではそうした第

一歩になり得る情報提供を本レポートを通じて行っておりますので、引き続き皆様の情報源となり得るレポート作

成に努めてまいりたいと思います。 

 

５ おわりに 

私は 2023 年 3 月にタイに赴任し、丸 3 年現地での業務に従事してきましたが 2026 年 3 月末をもって日本

へ帰任となります。赴任した当時は初めての海外勤務ということで不安も多く、何から手を付けたらよいか分から

ない状態で駐在生活をスタートしましたが、仕事をしていくうちに、ASEAN に展開している企業・団体、タイ政

府等には様々なニーズがあり、現地でしか対応できないようなものが多くあるというということが分かってきました。

また、これまで当センターで取り組んできた事業だけでは、多様化するニーズに十分に応えられないということも

分かりました。 

そこで、私は駐在期間中に現地でのネットワークを生かしたローカル企業との商談アレンジや、展示会出展な

どの現場密着型の仕事を中心に、様々な新しい取組に挑戦することにしました。例えば、タイ工業省と経済交

流に関する MOU を締結している在 ASEAN 自治体と連携した新しい商談会の枠組み構築や、食品関係の

展示即売会の主催、地元のショッピングモールでの日本食・観光 PR イベントへの出展、日系スタートアップを

対象とした ASEAN への展開支援セミナー・ビジネスマッチングなどです。前例がない事業を実施するのは困

難を伴うこともありましたが、同じ在 ASEAN の自治体駐在員や、企業の皆様のサポートもあり、概ね成功裏に

終えることができたかと考えています。 

私自身駐在前は愛知県庁の産業振興に関する部署で勤務しており、直接企業の皆様と関わることは少なくデ

3,278 

35,546 32,974 28,150 
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スクでの仕事が多かったのですが、駐在してからは年間 200-250 件の企業・団体の皆様からのご相談や年間

60 件を超える個別商談組成などを通じ、日本・ASEAN・インドなどの多くの企業・団体・政府等の皆様とコミュ

ニケーションをとることができました。これらはこれまで得ることのできなかった非常に貴重な経験で、私の大きな

財産となりました。当センターに関わっていただいた皆様に、この場を借りて厚く御礼を申し上げたいと思います。

誠にありがとうございました。 

引き続き当センターとしてはタイ・バンコクに駐在員を置き、現地での様々なミッションに取り組んで参りますの

で、引き続きご利用いただけますと幸いです。 
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